第１章　概要

第１節　本計画作成の経緯及び目的
大阪府では、平成５年度に消防庁が示した「石油コンビナートの防災アセスメント策定指針」に基づき、平成８年度に大阪府域の直下型地震を想定したコンビナート地区での被害想定調査を初めて実施した。その後、平成13年度の消防庁防災アセスメント指針の見直しを契機に、今世紀前半にも発生する確率が高いと予想されている東南海・南海地震を想定した被害想定調査を再度実施し、この調査結果をもとに、平成16年度に「大阪府津波対策大綱」を策定した。
この「津波対策大綱」では、「石油コンビナート等災害防止法」（昭和50年12月17日法律第84号）に基づく府内４か所の特別防災区域のうち、堺泉北臨海地区で、東南海・南海地震の発生時に津波による浸水被害が想定されることから、平成18年度に、防潮堤より海側のコンビナート地区や公共埠頭・荷捌き地等の港湾地区に立地する民間事業所で働く従業員や外来者（以下「従業員等」という。）が津波から安全に避難できるよう、「堺泉北臨海地区津波避難計画」を作成し、これに基づく対策を進めてきた。
こうした中で、平成23年３月11日に発生した東日本大震災では、大津波により壊滅的な被害が発生しており、津波の威力のすさまじさを改めて認識させられたところである。
この大震災の教訓から、大阪府では、防災対策の総点検を実施し、あらゆる規模の自然災害を前提としたソフト対策を中心に防災対策の充実を図るとともに、平成24年度以降、国から示される新たな知見等を踏まえ、継続的に防災対策の見直しを行うこととしている。

これらの取組みの一環として、平成23年７月には、暫定的に津波の高さを従来の２倍と想定し、津波時の避難等に関する計画の見直しを進めることとした。
本計画は、府内全ての特別防災区域において津波による浸水被害が発生するという想定に基づき、

1 従業員等の人命の安全を図るため、予め安全な避難場所等を確保すること
2 石油コンビナート特有の被害の軽減を図り二次災害を防止するため、施設の緊急停止措置や設備・機器類の点検・改修方策を検討すること
を目的に、基本方針を定めたものである。
今後、特別防災区域内の各民間事業者は、平成24年３月に改正した「大阪府石油コンビナート等防災計画」に基づき、この指針により自主的な津波避難計画の作成を行う。
なお、本計画は、今後、国から示される新たな知見等や関係法令の改正を踏まえて順次必要な見直しを行う。
第２節　対象地区
本計画の対象とする地区は、津波の高さを従来の２倍に想定した場合に、浸水すると推定される府内の特別防災区域４地区（大阪北港地区、堺泉北臨海地区、関西国際空港地区及び岬地区）とする。その位置を図１に示す。
（１）大阪北港地区
大阪北港地区は、大阪市此花区の西部に位置し、大阪港、淀川、正蓮寺川及び安治川に面し、その面積は約360万ｍ２である。
当地区内には、石油貯蔵をはじめ、有機化学工業製品の製造、鉄鋼、金属製品製造業等の事業所が存在しているが、石油精製、石油化学等の大規模な事業所は存在していない。石油貯蔵の事業所は、当地区の西端部に位置し、市街地との間には、石油関係以外の鉄鋼、化学、金属等の事業所が配置されている。
（２）堺泉北臨海地区
堺泉北臨海地区は、堺市、高石市及び泉大津市の臨海部に位置する堺泉北臨海工業地帯の大部分を占める地域で、堺泉北港及び大和川に面し、その面積は約 1,801万ｍ２である。
当地区内には、石油精製、石油化学、石油貯蔵、製鋼、ガス、電気業等の重化学工業の事業所が存在しており、これらの事業所が石油コンビナート地帯を形成して、多量の石油、高圧ガス等を貯蔵し、製品化し、出荷している。また、近年、一般住民が来場するアミューズメント施設やスポーツ施設が開業されている。
当地区と隣接市街地との間には、工業地帯の造成当初から公園、道路、水路等の遮断帯が設けられている。
（３）関西国際空港地区
関西国際空港地区は、泉佐野市、田尻町及び泉南市の沖合約５ｋｍの海上埋立地に位置し、その面積は約803万ｍ２である。
当地区内には、空港及び航空業に関連する事業所が存在している。地区内で貯蔵し、取り扱っている石油類は、主として航空機用及び発電機補助ボイラー用の燃料であり、石油精製、石油化学等の事業所は存在していない。
また、当地区は、道路及び鉄道を併用した長さ3.75ｋｍの空港連絡橋で泉佐野市と結ばれている。
（４）岬地区
岬地区は、岬町の臨海部に位置し、その面積は約56万ｍ２である。

当地区内には、火力発電所が存在している。主として発電用燃料の石油類を貯蔵、消費していたが、平成17年４月から長期計画停止となっている。そのため、「高圧ガス保安法」（昭和26年６月７日法律第204号）に係る高圧ガス製造設備、高圧ガス貯蔵設備を廃止しており、現在は石油類の貯蔵、消費はない。
当地区と民家の境界付近には、低い丘陵地帯と事務管理施設等が遮断帯として配置されている。
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図１：対象地区　位置図

第２章　前提条件

第１節　地震・津波の諸元
平成19年３月時点の地震・津波の想定は、以下のとおりである。
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（１）発生地震

◎東南海・南海地震

東南海・南海地震は、南海トラフと呼ばれる静岡から紀伊半島沖・四国沖の海底のプレート境界で起こる巨大地震で、過去、100年から150年の周期で繰り返し発生している。最近では、1944年に東南海地震、1946年に南海地震が発生しており、今世紀の前半にも発生するおそれがある。

大阪府域においては、強い揺れが発生するとともに津波が押し寄せると予想されている。
（２）震源域

遠州灘西部から熊野灘及び紀伊半島の南側の海域を経て土佐湾までの地域、並びにその周辺の地域における地殻の境界を震源とする。
（３）規模

マグニチュード8.4
（４）震度

「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」（平成14年７月26日法律第92号）に基づく推進地域に指定された市町村においては、その全部又は一部において、概ね震度６弱以上となる。

大阪府域では、震度４～６弱程度で長周期の揺れが数分間継続する。
（５）津波

関東から九州にかけての太平洋沿岸地域及び瀬戸内海沿岸部において、津波が押し寄せる。
大阪府沿岸域には、地震の発生から１時間から２時間後に高さ１～３ｍ程度の津波が押し寄せ、その後も第２波、第３波と長時間にわたり押し引きを繰り返す。
東日本大震災の教訓を踏まえ、大阪府では、平成23年７月に、暫定的に津波の高さを従来の２倍と想定して、石油コンビナート等防災計画の見直しを開始しており、本計画においても、この考え方を適用する。

なお、この場合の特別防災区域ごとの津波規模は、表２－１のとおりである。
また、国は、平成23年12月27日に、東日本大震災を踏まえ、近年に起こりうる最大クラスの地震についての震源域・波源域を示すとともに、暫定値としてマグニチュード9.0と公表した。

今後、国から示される新たな知見等を踏まえ、各諸元について見直しを行う。
表２－１：特別防災区域ごとの津波規模（津波の高さを従来の２倍に想定）
	
	大阪北港地区
	堺泉北臨海地区
	関西国際空港地区
	岬地区

	津波高
	津波の高さ
2.4ｍ ⇒ 4.8ｍ
満潮時は、

標高（TP*1）5.6ｍ
=OP*2+6.9m


	【堺市】
津波の高さ
3.0ｍ ⇒ 6.0ｍ
満潮時は、

標高(TP)6.8ｍ

=OP+8.1m
【高石市、泉大津市】
津波の高さ
2.8ｍ ⇒ 5.6ｍ
満潮時は、

標高(TP)6.4ｍ

=OP+7.7m
	津波の高さ
1.7ｍ ⇒ 3.4ｍ
満潮時は、

標高(TP)4.2ｍ

=OP+5.5m


	津波の高さ
1.4ｍ ⇒ 2.8ｍ
満潮時は、

標高(TP)3.6ｍ

=OP+4.9m



	最低の地盤高さ
	標高0ｍ
	【堺市】
　標高2.6m 

【高石市、泉大津市】

標高2.2ｍ
	標高2.9m
	標高3.2m

	浸水予測*3
	～5.6ｍ
	～4.2ｍ
	～1.3m 
	～0.4m 

	津波到達時間
	約120分
	約110分
	約65～70分
	約60分

	浸水の有無
	全ての地区で浸水する


*1:TP:東京湾平均海面   
 *2:OP:大阪湾最低潮位　
*3:浸水予測は、満潮時の津波高から最低の地盤高さを引いたもので、「大阪府石油コンビナート等防災計画第３章第３節第３」に浸水予測として示したもの。
　　　　
津波高・浸水予測等の関係を、図２に示す。

　　　　　
　


第２節　地震・津波による被害想定
平成19年３月時点の被害想定は、以下のとおりである。
（１）地震による建物被害・火災被害
タンク等の危険物貯蔵施設を除く建物については、地震の揺れによって全体の６～９％程度が被害を受ける。
（２）地震による道路・橋梁の被害

堺泉北臨海地区では液状化の発生が予想されており、液状化に伴う地盤沈下により道路機能が低下する。

（３）地震によるタンク被害
地震（強震動）及びスロッシングによってタンク等が被災し、火災・爆発・毒性拡散等の災害が発生する。この場合、堤内地への主要避難路が寸断される。
（４）津波によるタンク被害
多くの防油堤天端高が津波水位を下回る。したがって、浸水した津波は防油堤を越え、地震によって溢流した油等を押し流し、火災被害を拡大させる。

（５）津波による漂流物被害

ドラム缶や車両、空コンテナ等が漂流物となり、建物や防油堤等に衝突し、破損させるおそれがある。また、漂流物により防油堤外の配管が破損し、流出した油が浸水により拡散し、場合によっては火災に至る。

（６）津波による船舶被害

係留船舶の着底、係留索切断あるいは走錨による錨泊船舶の漂流等の船舶被害が当該地区内にまで波及し、被害を拡大させる。
「地震・津波による被害想定」の見直しは、大阪府において、平成24年度に「石油コンビナート地区における危険物施設等の被害想定調査」を実施する予定であり、その結果を踏まえて全面的に見直す。

当面、各事業者が自社の避難計画を検討するにあたっては、上記の被害想定に加え、第３節の「東日本大震災による被害」を参考に行う。
第３節　東日本大震災による被害
東日本大震災では、地震や津波によりコンビナート地区で様々な事故及び被害が発生した。主な被害内容は以下のとおりであり、府域の特別防災区域でも同様の被害が生じる可能性がある。
（ア）地震による事故事例

・スロッシングによる油の漏えい

・タンク基礎の沈下
（イ）津波による事故事例

・タンクの倒壊、流出

・防油堤、護岸、バースの損傷

・配管の破断
また、これらの事故により引き起こされた火災等により、コンビナート地区の周辺住民に対して災害対策基本法（昭和36年11月15日法律第223号。以下、「災対法」という。）に基づく避難勧告が発令されるような甚大な被害が発生した。その概要は以下のとおりである。
・宮城県仙台市の事例

屋外タンク３基等の施設及び推定約24,000ｋＬの石油等が焼損した。火災により半径２ｋｍの住民に対し災対法に基づく避難指示が発令された。（約３日後に解除）
・千葉県市原市の事例

17基のガスタンクが焼損し、爆発による飛散物により、近隣事業所に延焼した。周辺住民に対し災対法に基づく避難勧告が発令された。（約14時間後に解除）
※　事故及び被害の事例の出典：「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検討報告書」（平成23年12月、消防庁危険物保安室・特殊災害室）

第３章　津波避難計画の基本方針
第１節　避難方法の原則
· 津波からの避難場所としては、「地震・津波による被害想定」を踏まえ、被害の影響が及ばない地区（以下、「浸水区域外」という。）に立地する施設に避難することが最も安全と考えられる。したがって、可能な限り従業員等が浸水区域外へ安全に避難することを原則とする。
· ただし、浸水区域外までの距離が長い場合や、施設の緊急停止措置を行うために浸水区域外への避難が間に合わないと判断される場合には、浸水区域内の安全な場所に一時的に避難する。なお、この場合において、自社内で安全な一時避難場所を確保することが望ましいが、確保できない場合には、安全な避難場所を有する近隣の事業所との間で避難に関する協定等を締結することにより、予め一時避難場所の確保を図る。
· コンビナート地区で危険物等を取り扱う事業所においては、二次災害を防止するため保安要員が施設の緊急停止措置を行った後に避難する。この際、保安要員のスムーズな避難を実施するため、バルブ等の自動閉止装置の設置、緊急停止システムの強化、工程の見直し、保安電力の確保、平素の防災訓練の強化等の対策を講じておく。
・浸水区域内において、一時的に避難する場所の設定にあたっての優先順位を以下に示す。
	1 自社内で、地震と津波、火災に対する安全性を確保している建物※１、※２（以下、「自社内一時避難所」という。）
2 自社内に安全な建物がない場合、近隣の事業所で、地震と津波、火災に対する安全性を確保している建物（事前にそれぞれの事業所間で、避難に関する協定等を締結することが望ましい。）
3 浸水区域内において、地域住民等が緊急一時的に避難・退避するために市町村が指定している津波避難ビルなどの施設（以下、「津波緊急避難所」という。）
　　なお、原則として当該地区の地域住民の避難を目的とされており、事業所からの避難者がどの程度収容可能か不明であることから、事業所は可能な限り①あるいは②による避難場所の確保を図る。
4 高架道路施設や鉄道の高架駅舎等（緊急的な避難としてやむを得ない場合）※３
※ 避難者の安全面の大きな課題があるだけでなく、屋根等がない開放空間という環境面や備蓄等が期待できないなど他の避難場所と比べて悪条件であることを認識する。



備考　
※１　耐震性…耐震診断により耐震安全性が確認されていること、又は、「建築基準法」（昭和25年５月24日法律第201号）の新耐震設計基準（1981年(昭和56年)施行）に適合していること。

※２　津波に対する安全性…RC構造(鉄筋コンクリート造)またはSRC構造（鉄骨鉄筋コンクリート造）とし、３階建て以上の建物など、想定される浸水の深さに比べて十分な高さを有していることを基本とする。
※１、※２は、「津波避難ビル等に係るガイドライン」　（平成17年６月　津波避難ビル等に係るガイドライン検討会　より）
※３　近畿地区幹線道路協議会は、阪神高速道路の泉大津パーキングエリアなど安全性が確保される一部の施設について、津波発生時の一時避難場所として利用できる考えを示した。また、ランプ部や本線などの利用については、安全性の確保が大きな課題であり、引き続き協議会において検討を行う。（平成24年２月２日記者発表資料）
また、鉄道の高架駅舎等の一時避難場所としての利用について、関西広域連合と鉄道事業者との間で、基本的な方針についての包括的な協定の締結に向けて協議中である。
第２節　避難に際しての留意事項
· 地震により建物や構造物の倒壊、地盤の液状化等により、道路機能が損なわれる場合がある。また、危険物タンク等からの火災・ガス爆発及び毒性拡散等により、避難経路が寸断される可能性がある。
· また、その後押し寄せる津波により、火災被害の拡大や漂流物等による予期せぬ新たな被害が発生する場合がある。
· 避難者の集中による交通混雑・事故等により、渋滞や移動の危険性が高まると考えられることから、原則として徒歩や自転車により避難する。
· 外来者など従業員以外の人員を多く抱える事業所においては、これらの人員が確実に避難できる体制を確立する。

· 市街地においては、一般の住民と混在した状態での避難が想定されるため、混乱を招かないよう誘導等に十分留意する。
第３節　津波避難計画作成に際しての留意事項
· 各事業者が津波避難計画を作成するにあたっては、まず、自社の立地する地区の特性　　を十分に理解する。また、各事業所の施設が、被災により当該地区全体の避難に大きな影響を及ぼす可能性があることを考慮し、より具体的な地震・津波対策を盛り込む。
· 小規模な事業所が多い地区においては、避難場所や避難経路の情報を共有するとともに、共同して避難訓練を行うなど、津波が押し寄せることを前提とした取り組みを行う。
· 地域への貢献、地域との共生の観点から、地域で行う防災訓練への参加に努める。
· 東日本大震災では、発令された津波警報が津波注意報に変更されるまでが、岩手県、宮城県、福島県では約40時間となっており、一時避難場所での滞在が長期に及ぶ可能性がある。このため、その間に必要となる物資等の備蓄を行う。
· 地区内の事業者においては、自ら作成した津波避難計画に基づき定期的（年１回程度）に避難訓練を行うとともに、その目標や手順について検証や見直しを行っていく。
第４節　津波避難計画に記載すべき項目例
事業者が作成する津波避難計画は、従業員等の避難、人命救助、施設の緊急停止措置、二次災害の防止を基本とし、以下に示す項目について検討した具体的で実現可能な計画とする。（巻末に、津波避難計画の記載例及びその簡略版としてチェックリストを掲載しているので、参考とされたい。）
　　　　
１　ソフト面の項目
（１）災害情報を入手する手段（停電時においても活用可能な手段の確保）

（２）地震・津波の規模に応じた施設の安全確認方法と緊急停止手順

（３）施設を緊急停止するための要員
（４）消火活動や危険物等の漏洩、流出防止措置方法
（５）消火活動の応援体制
（６）負傷者の確認、救護方法
（７）避難経路及び避難場所（液状化を考慮して複数の避難経路を想定することが望ましい。）
（８）津波避難訓練を含めた防災訓練及び防災教育
（９）災害時における従業員等の役割
（10）関連会社、協力会社、来客者への対応策
（11）防潮堤の閉鎖基準
（12）船舶荷役中断の判断基準、船舶の退避方法
２　ハード面の項目
（１）日常点検・保全管理
（２）安全装置（安全弁、緊急遮断弁等）の整備メンテナンス
（３）防消火設備の整備等
（４）地震対策

①想定した地震に対しての施設の耐震性のチェック
②高圧ガスタンク・危険物タンクの開放検査時の留意事項
③設備、配管が破損しにくいような対策の実施
④事業所内のプラント以外の転倒転落防止措置

⑤損傷を受けやすい部位（特に配管）の抽出

（５）津波対策

①浸水に対しての施設のチェック（浸水想定範囲を明確にするための浸水マップの作成）
②浮遊流動対策（角リングによる容器の固定など）
③タンカー受入時の対策

（６）危険物施設の法猶予期間の前倒しの検討

（７）共同消火活動の検討

（８）液状化対策の検討
















図２：津波高・浸水予測図（堺市の場合）
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